
１７．保険会社およびその子会社等の状況

（１）　主要な業務の状況を示す指標
（単位：億円）

41,170

3,701

親会社に帰属する当期純剰余 2,650

3,018

415,434

ソルベンシー・マージン比率

（２）　連結範囲および持分法の適用に関する事項

連結される子会社および子法人等数 1７ 社

持分法適用の非連結の子会社および子法人等数 ０ 社

持分法適用の関連法人等数 １０ 社

期中における重要な子会社等の異動について

　　本資料48ページ「注記事項（連結財務諸表の作成方針）１．」をご参照ください。

（３）　会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②　①以外の会計方針の変更 ： 無

③　会計上の見積りの変更 ： 無

④　修正再表示 ： 無

998.9% 

　

２０１７年度

項　　目

項　　目 ２０１６年度

38,754

3,148

990.2% 

経 常 収 益

経 常 利 益

包 括 利 益

404,127

2,237

２０１６年度末 ２０１７年度末

総 資 産

5,316
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（４）連結貸借対照表

(単位：百万円)

２０１６年度末 ２０１７年度末 ２０１６年度末 ２０１７年度末
（2017年3月31日現在） （2018年3月31日現在） （2017年3月31日現在） （2018年3月31日現在）

金　　額 金　　額 金　　額 金　　額

505,583 646,020 34,302,037 34,871,021

90,000 90,000 支 払 備 金 732,370 735,955

220,118 214,730 責 任 準 備 金 33,332,707 33,901,297

200 13,076 社 員 配 当 準 備 金 236,959 233,768

32,046,079 33,128,510 2,990 2,931

5,422,653 5,276,491 815 1,199

923,175 915,808 409,753 482,356

土 地 617,501 614,975 531,235 891,457

建 物 295,568 287,061 8,769 6,328

リ ー ス 資 産 612 787 1 1

建 設 仮 勘 定 3,239 5,273 578,227 685,414

その他の有形固定資産 6,253 7,710 433,794 377,710

517,358 485,067 79,910 79,522

ソ フ ト ウ ェ ア 59,942 60,733 20,888 21,727

の れ ん 155,799 143,246 36,368,425 37,419,670

その他の無形固定資産 301,615 281,087

1,592 1,569 310,000 260,000

120,163 121,167 520,000 620,000

455,560 518,444 452 452

92,747 113,534 514,726 504,951

2,498 2,375 1,345,179 1,385,404

20,888 21,727 2,542,572 2,583,926

△5,848 △5,100 39,643 35,881

117,025 118,189

△19,750 △27,485

15,701 23,861

2,695,192 2,734,374

3,974 3,974

4,044,345 4,123,752

40,412,770 41,543,423 40,412,770 41,543,423

その他の包括利益累計額合計

非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

退職給付に係る調整累計額

その他有価証券評価差額金

連 結 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

再 評 価 積 立 金

基 金 等 合 計

そ の 他 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

代 理 店 貸

基 金 償 却 積 立 金

基 金

再評価に係る繰延税金負債

負 債 の 部 合 計

再 保 険 貸

無 形 固 定 資 産

（純　資　産  の  部）

有 形 固 定 資 産

再 保 険 借

価 格 変 動 準 備 金

そ の 他 負 債

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

貸 付 金

代 理 店 借

金 銭 の 信 託

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン

科　　　　目 科　　　　目

（資  産  の  部） （負　債　の　部）

社 債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

繰 延 税 金 負 債

偶 発 損 失 引 当 金

支 払 承 諾
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（５）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

(単位：百万円)

3,875,469 4,117,073

2,866,387 3,024,398

871,417 958,785

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 772,142 832,383

金 銭 の 信 託 運 用 益 ―― 23

有 価 証 券 売 却 益 23,968 27,554

有 価 証 券 償 還 益 57,323 59,184

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ―― 270

そ の 他 運 用 収 益 2,175 2,010

特 別 勘 定 資 産 運 用 益 15,807 37,356

137,663 133,890

3,560,586 3,746,883

2,383,208 2,428,801

保 険 金 635,367 765,271

年 金 697,062 647,404

給 付 金 501,942 508,026

解 約 返 戻 金 454,118 421,909

そ の 他 返 戻 金 等 94,717 86,188

331,822 436,630

支 払 備 金 繰 入 額 7,151 19,170

責 任 準 備 金 繰 入 額 324,535 417,353

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額 135 106

197,070 238,776

支 払 利 息 29,114 32,897

有 価 証 券 売 却 損 32,216 38,219

有 価 証 券 評 価 損 12,137 8,816

有 価 証 券 償 還 損 4,433 4,307

金 融 派 生 商 品 費 用 88,918 110,895

為 替 差 損 399 8,679

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,801 ――

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費 9,513 10,300

そ の 他 運 用 費 用 18,534 24,660

439,743 461,670

208,741 181,004

314,883 370,190

2,045 1,678

2,045 1,678

0 0

64,510 110,515

4,317 1,827

3,152 896

56,121 107,196

333 ――

582 553

1 40

252,418 261,353

38,003 58,604

△10,193 △63,225

27,809 △4,621

224,608 265,974

878 935

223,730 265,038

　　（連結損益計算書）

事 業 費

保 険 金 等 支 払 金

２０１７年度

そ の 他 経 常 収 益

資 産 運 用 収 益

２０１６年度

科　　　　　　　　目

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

金　　　　額

特 別 利 益

法 人 税 等 合 計

減 損 損 失

固 定 資 産 等 処 分 損

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 剰 余

そ の 他 特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

親 会 社 に 帰 属 す る 当 期 純 剰 余

法 人 税 及 び 住 民 税 等

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 剰 余

当 期 純 剰 余

社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金

固 定 資 産 等 処 分 益

経 常 費 用

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

（2017年4月1日から2018年3月31日まで）

そ の 他 経 常 費 用

不 動 産 圧 縮 損

（2016年4月1日から2017年3月31日まで）

金　　　　額

経 常 利 益

偶 発 損 失 引 当 金 戻 入 額

当 期 未 処 分 剰 余 金過 年 度 税 効 果 調 整 額社 会 厚 生 事 業 増 進 積 立 金 取 崩 額退 職 給 与 積 立 金 取 崩 額過 年 度 税 効 果 調 整 額退 職 給 与 積 立 金 取 崩 額当 期 未 処 分 剰 余 金社 会 厚 生 事 業 増 進 積 立 金 取 崩 額
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（単位：百万円）

２０１６年度 ２０１７年度
（2016年4月1日から2017年3月31日まで） （2017年4月1日から2018年3月31日まで）

金　  　　　　　　額 金　  　　　　　　額

224,608　 265,974　

306,994　 35,923　

250,844　 36,425　

983　 △3,761　

11,887　 △19,061　

47,977　 8,339　

△4,699　 13,980　

531,602　 301,898　

530,605　 300,965　

997　 932　

親 会 社 に 係 る 包 括 利 益

非 支 配 株 主 に 係 る 包 括 利 益

当 期 純 剰 余

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括 利 益

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

（連結包括利益計算書）

科　　　　　　　　　目

為 替 換 算 調 整 勘 定

持 分 法 適 用 会 社 に 対 す る 持 分 相 当 額

包 括 利 益

退 職 給 付 に 係 る 調 整 額
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（６）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

２０１６年度 ２０１７年度

（2016年4月1日から2017年3月31日まで） （2017年4月1日から2018年3月31日まで）

金　　　　額 金　　　　額

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純剰余（△は損失） 252,418　 261,353　
賃貸用不動産等減価償却費 9,513　 10,300　
減価償却費 44,440　 47,087　
減損損失 3,152　 896　
のれん償却額 6,773　 7,885　
支払備金の増減額（△は減少） 10,563　 22,034　
責任準備金の増減額（△は減少） 420,352　 510,493　
社員配当準備金積立利息繰入額 135　 106　
貸倒引当金の増減額（△は減少） 391　 △748　
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,248　 △5,142　
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △82　 ―　
偶発損失引当金の増減額（△は減少） △0　 △0　
価格変動準備金の増減額（△は減少） 56,121　 107,196　
利息及び配当金等収入 △772,142　 △832,383　
有価証券関係損益（△は益） 1,739　 154,833　
支払利息 29,114　 32,897　
為替差損益（△は益） 314　 2,409　
有形固定資産関係損益（△は益） 2,407　 247　
持分法による投資損益（△は益） △664　 △3,285　
代理店貸の増減額（△は増加） 244　 22　
再保険貸の増減額（△は増加） △1,464　 △4,581　
その他資産(除く投資活動関連、財務活動関連)の増減額（△は増加） 53,346　 △87,514　
代理店借の増減額（△は減少） 86　 30　
再保険借の増減額（△は減少） △16　 383　
その他負債(除く投資活動関連、財務活動関連)の増減額（△は減少） 41,165　 △22,442　
その他 10,822　 △2,955　

　小　　　　　　　計 166,484　 199,122　

利息及び配当金等の受取額 830,960　 882,268　
利息の支払額 △28,393　 △31,836　
社員配当金の支払額 △169,832　 △173,157　
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △23,230　 △31,051　

　営業活動によるキャッシュ・フロー 775,989　 845,345　

投資活動によるキャッシュ・フロー
預貯金の純増減額（△は増加） 21,082　 △1,087　
買入金銭債権の取得による支出 △36,100　 △18,200　
買入金銭債権の売却･償還による収入 38,734　 23,376　
金銭の信託の増加による支出 ―　 △9,800　
有価証券の取得による支出 △3,346,498　 △4,432,833　
有価証券の売却･償還による収入 2,256,783　 3,311,315　
貸付けによる支出 △1,021,210　 △1,150,256　
貸付金の回収による収入 1,243,234　 1,267,871　
債券貸借取引支払保証金・受入担保金等の純増減額 95,952　 337,468　
　　　　　　　　　　　　資産運用活動計 △748,021　 △672,146　
　　　　　　　　（営業活動及び資産運用活動計） (27,968) (173,199) 

有形固定資産の取得による支出 △28,115　 △16,909　
有形固定資産の売却による収入 13,549　 3,669　
無形固定資産の取得による支出 △23,836　 △26,115　
その他 △452　 △1,172　

　投資活動によるキャッシュ・フロー △786,877　 △712,674　

財務活動によるキャッシュ・フロー
借入れによる収入 ―　 316　
借入金の返済による支出 △100,000　 △316　
社債の発行による収入 114,204　 99,331　
社債の償還による支出 ―　 △28,577　
基金の募集による収入 100,000　 50,000　
基金の償却による支出 △50,000　 △100,000　
基金利息の支払額 △2,101　 △1,846　
連結の範囲の変更を伴わない子会社及び子法人等の株式の取得による支出 △841　 △831　
その他 △5,822　 △6,080　

　財務活動によるキャッシュ・フロー 55,439　 11,995　

現金及び現金同等物に係る換算差額 734　 △3,187　

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 45,286　 141,479　

現金及び現金同等物期首残高 532,547　 577,833　

非連結の子会社及び子法人等との合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ―　 867　

現金及び現金同等物期末残高 577,833　 720,180　

科　　　　　目
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(７) 連結基金等変動計算書

2016年度（2016年4月1日から2017年3月31日まで）
（単位：百万円）

基金等

当期首残高 260,000 470,000 452 506,083 1,236,536

当期変動額

　 基金の募集 100,000 100,000

　 社員配当準備金の積立 △165,707 △165,707

　 基金償却積立金の積立 50,000 50,000

 　基金利息の支払 △2,101 △2,101

　 親会社に帰属する当期純剰余 223,730 223,730

　 基金の償却 △50,000 △50,000

　 基金償却準備金の取崩 △50,000 △50,000

　 土地再評価差額金の取崩 2,868 2,868

　 非支配株主との取引に係る親会社の
 　持分変動

△147 △147

　 基金等以外の項目の当期
　 変動額（純額）

当期変動額合計 50,000 50,000 ― 8,642 108,642

当期末残高 310,000 520,000 452 514,726 1,345,179

その他の包括利益累計額

当期首残高 2,291,022 38,659 119,894 △26,190 △32,200 2,391,186 3,947 3,631,671

当期変動額

　 基金の募集 100,000

　 社員配当準備金の積立 △165,707

　 基金償却積立金の積立 50,000

 　基金利息の支払 △2,101

　 親会社に帰属する当期純剰余 223,730

　 基金の償却 △50,000

　 基金償却準備金の取崩 △50,000

　 土地再評価差額金の取崩 2,868

　 非支配株主との取引に係る親会社の
 　持分変動

△147

　 基金等以外の項目の当期
　 変動額（純額）

251,549 983 △2,868 6,439 47,901 304,005 26 304,032

当期変動額合計 251,549 983 △2,868 6,439 47,901 304,005 26 412,674

当期末残高 2,542,572 39,643 117,025 △19,750 15,701 2,695,192 3,974 4,044,345

2017年度（2017年4月1日から2018年3月31日まで）
（単位：百万円）

基金等

当期首残高 310,000 520,000 452 514,726 1,345,179

当期変動額

　 基金の募集 50,000 50,000

　 社員配当準備金の積立 △169,815 △169,815

　 基金償却積立金の積立 100,000 100,000

 　基金利息の支払 △1,846 △1,846

　 親会社に帰属する当期純剰余 265,038 265,038

　 基金の償却 △100,000 △100,000

　 基金償却準備金の取崩 △100,000 △100,000

　 土地再評価差額金の取崩 △1,163 △1,163

　 非支配株主との取引に係る
　 親会社の持分変動

△133 △133

　 合併による増加 235 235

　 米国税制改正に伴うその他
   の包括利益累計額の増減

△2,091 △2,091

　 基金等以外の項目の当期
　 変動額（純額）

当期変動額合計 △50,000 100,000 ― △9,774 40,225

当期末残高 260,000 620,000 452 504,951 1,385,404

その他の包括利益累計額

当期首残高 2,542,572 39,643 117,025 △19,750 15,701 2,695,192 3,974 4,044,345

当期変動額

　 基金の募集 50,000

　 社員配当準備金の積立 △169,815

　 基金償却積立金の積立 100,000

 　基金利息の支払 △1,846

　 親会社に帰属する当期純剰余 265,038

　 基金の償却 △100,000

　 基金償却準備金の取崩 △100,000

　 土地再評価差額金の取崩 △1,163

　 非支配株主との取引に係る
　 親会社の持分変動

△133

　 合併による増加 235

　 米国税制改正に伴うその他
   の包括利益累計額の増減

△2,091

　 基金等以外の項目の当期
　 変動額（純額）

41,354 △3,761 1,163 △7,734 8,159 39,181 0 39,181

当期変動額合計 41,354 △3,761 1,163 △7,734 8,159 39,181 0 79,406

当期末残高 2,583,926 35,881 118,189 △27,485 23,861 2,734,374 3,974 4,123,752

純資産合計

基金等合計

土地再評価
差額金

退職給付に
係る調整
累計額

純資産合計

連結剰余金

為替換算
調整勘定

非支配株主
持分

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

非支配株主
持分

基金
基金償却
積立金

再評価
積立金

その他有価
証券評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

その他有価
証券評価
差額金

連結剰余金 基金等合計

土地再評価
差額金

繰延ヘッジ
損益

基金
基金償却
積立金

再評価
積立金
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注記事項 

（連結財務諸表の作成方針） 

２０１７年度 

（２０１７年４月１日から２０１８年３月３１日まで） 

１． 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社および子法人等数 １７社 

主要な連結される子会社および子法人等は、明治安田損害保険株式会社、明治安田アセットマネジ

メント株式会社、明治安田システム・テクノロジー株式会社、Pacific Guardian Life Insurance 

Company, Limited、StanCorp Financial Group, Inc.、Meiji Yasuda America Incorporated でありま

す。 

上記のうちMeiji Yasuda America Incorporatedは、連結される子会社および子法人等のMeiji Yasuda 

Realty USA Incorporated と、非連結の子会社および子法人等の Meiji Yasuda America Incorporated

が合併したものであります。 

主要な非連結の子会社および子法人等は、明治安田ライフプランセンター株式会社であります。 

非連結の子会社および子法人等は、総資産、売上高、当期損益および（利益）剰余金の観点からみ

て、いずれもそれぞれ小規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げ

ない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除いております。 

２． 持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結の子会社および子法人等数 ０社 

（２）持分法適用の関連法人等数 １０社 

主要な持分法適用の関連法人等は Founder Meiji Yasuda Life Insurance Co., Ltd.、PT Avrist 

Assurance、TU Europa S.A.、TUiR Warta S.A.、Thai Life Insurance Public Company Limited であ

ります。 

（３）持分法を適用していない非連結の子会社および子法人等（明治安田ライフプランセンター株式会社ほ

か）ならびに関連法人等については、それぞれ連結損益および連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。 

３． 連結される子会社および子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される海外の子会社および子法人等の決算日は１２月３１日であります。連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の決算財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

４． のれんの償却に関する事項 

のれんおよびのれん相当額は、定額法により２０年間で償却しております。ただし、重要性が乏し

いものについては、発生連結会計年度に全額償却しております。 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

２０１７年度（２０１８年３月３１日現在） 

１． 当社の保有する有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。 

有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信託において信

託財産として運用している有価証券を含む）の評価は、売買目的有価証券については連結会計年度末

日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移

動平均法による償却原価法（定額法）、業種別監査委員会報告第２１号「保険業における「責任準備

金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成１２年１１月１６日 日本公認会計

士協会）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株

式及び関連会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業法施行令第１３条の５

の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものならびに同条第４項に規定する関連法人等

が発行する株式をいう）については移動平均法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののう

ち株式については連結会計年度末前１ヵ月の市場価格等の平均、それ以外（信託財産として運用して

いる有価証券を含む）については連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は

移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては取得差額が金利調整差

額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ

以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価

差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２． 当社は、個人保険・個人年金保険および団体年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針

等により設定）に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保

有するものについて、業種別監査委員会報告第２１号「保険業における「責任準備金対応債券」に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成１２年１１月１６日 日本公認会計士協会）に基づき、

責任準備金対応債券に区分しております。 

３． デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

４． 当社は、土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行っております。なお、評価差額については、評価差額に係る税金相当額を「再評

価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  ２０００年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号

に定める「地価公示法の規定により公示された価格」に奥行補正等の合理的な調整を行って算定

なお、２００４年１月１日付の合併により安田生命保険相互会社から承継した土地再評価差額金に

係る再評価の年月日および方法は次のとおりであります。 

再評価を行った年月日  ２００１年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号

に定める「地価公示法の規定により公示された価格」に奥行補正等の合理的な調整を行って算定

したほか、第５号に定める「鑑定評価」に基づいて算出 

５． 当社の保有する有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は、定率法（ただし、建物に

ついては定額法）によっております。連結される海外の子会社および子法人等の有形固定資産の減価
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２０１７年度（２０１８年３月３１日現在） 

償却の方法は、主として定額法によっております。 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

６． 外貨建資産・負債（子会社株式及び関連会社株式は除く）は、決算日の為替相場により円換算して

おります。なお、子会社株式及び関連会社株式は、取得時の為替相場により円換算しております。ま

た、連結される海外の子会社および子法人等の資産、負債、収益および費用は、連結される海外の子

会社および子法人等の決算日の為替相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

７． 当社の貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており

ます。破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」と

いう）に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対

する債権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額および保証による回収可能

見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営

破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の回収可能

見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判

断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒

実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額

および保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は３７０百万円であります。 

８． 退職給付に係る負債および資産は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

当社の退職給付に係る会計処理の方法は次のとおりであります。 

退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

数理計算上の差異の処理年数 １０年 

過去勤務費用の処理年数 １０年 

９． 当社の偶発損失引当金は、保険業法施行規則第２４条の４の規定に基づく引当金であり、貸付金に

係るコミットメントライン契約等に関して将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認めら

れる額を計上しております。 

１０．当社および連結される国内の保険会社の価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定により算出

した額を計上しております。 

１１．当社のヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日 企業会計基

準委員会）に従い、主に、貸付金に対するキャッシュ・フローのヘッジとして金利スワップの特例処

理、外貨建債券に対する為替変動リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジおよび通貨スワッ

プによる繰延ヘッジ、外貨建貸付金および外貨建社債に対する為替変動リスクのヘッジとして通貨ス

ワップによる振当処理を行っております。 

なお、２００９年度より保険契約に係る金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を利

用しており、業種別監査委員会報告第２６号「保険業における金融商品会計基準適用に関する会計上
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２０１７年度（２０１８年３月３１日現在） 

及び監査上の取扱い」（平成１４年９月３日 日本公認会計士協会）に基づき繰延ヘッジ処理を行って

おります。ヘッジ有効性の評価は、ヘッジ対象とヘッジ手段双方の理論価格の算定に影響を与える金

利の状況を検証することにより行っております。 

１２．当社の責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については

次の方式により計算しています。 

（１）標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号）

（２）標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、責任準備金には、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき積み立てた以下のものが

含まれております。 

・ １９９６年４月１日以前に契約締結した個人年金保険契約について、予定利率２.７５％を用いて

保険料積立金を計算したことにより生じた差額を追加して積み立てることとしたもの（２００７年

度から３年間にわたる積立てを完了。なお、年金開始する契約の年金開始後部分は、２０１０年度

以降も年金開始の都度積立て） 

・ 変額保険および１９９５年９月２日以降に契約締結した一時払養老保険契約を対象として２０１４

年度において積み立てたもの 

また、当連結会計年度において、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、１９９８年

４月２日以降に契約締結した一時払個人年金保険契約について、責任準備金を追加して積み立ててお

ります。この結果、追加積立を行わなかった場合に比べ、責任準備金が２,４７１百万円増加し、経常

利益および税金等調整前当期純剰余がそれぞれ２,４７１百万円減少しております。 

一部の連結される海外の保険会社の責任準備金は、米国会計基準に基づき算出した額を計上してお

ります。 

１３．当社の消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控

除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し５年間で均等償

却し、繰延消費税等以外のものについては、発生連結会計年度に費用処理しております。 

１４．無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく

定額法により行っております。なお、一部の連結される海外の子会社および子法人等の無形固定資産

は、米国会計基準に基づく償却を行っております。 

１５．当連結会計年度における金融商品の状況に関する事項および金融商品の時価等に関する事項は、次

のとおりであります。 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社の保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、経済

価値で評価した資産と負債の差額であるサープラスを健全性指標の一つとして捉え、サープラスの変動

性（リスク）に着目するサープラス・マネジメント型ＡＬＭによっております。 

当社は、この方針に基づき、具体的な金融資産として、主に有価証券および貸付金に投資しておりま

す。有価証券は、主として債券、株式および投資信託等で保有しており、貸付金は、主に国内の取引先

に対する貸付であります。なお、一部の連結される海外の子会社および子法人等が投資する有価証券は、

主として債券で保有しており、貸付金は、主に海外の取引先に対する貸付であります。 

また、デリバティブについては、運用資産、保険負債または社債のリスクに対する主要なヘッジ手段

と位置付けており、原則として、ヘッジ目的に利用を限定しております。ヘッジ会計の方法は、「金融

商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日 企業会計基準委員会）に従い、主に、貸付金に対す
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るキャッシュ・フローのヘッジとして金利スワップの特例処理、外貨建債券に対する為替変動リスクの

ヘッジとして為替予約による時価ヘッジおよび通貨スワップによる繰延ヘッジ、外貨建貸付金および外

貨建社債に対する為替変動リスクのヘッジとして通貨スワップによる振当処理、金利スワップによる保

険負債の金利リスクヘッジを行っております。 

なお、当社ならびに一部の連結される海外の子会社および子法人等が保有する有価証券は市場リスク

(金利の変動リスク、為替の変動リスクおよび価格変動リスク等)および信用リスク、貸付金は信用リス

クおよび金利の変動リスク、デリバティブ取引は市場リスクおよび信用リスクに晒されております。 

当社ならびに一部の連結される海外の子会社および子法人等の社債のうち、外貨建のものは、為替の

変動リスクに晒されております。 

当社では、金利の変動リスクの管理に関しては、サープラス・マネジメントの観点から、超長期債購

入による持続的・安定的な資産デュレーションの長期化および金利スワップによる保険負債の金利リス

クヘッジ等により、負債も含めた経済価値ベースの変動リスクを管理しております。為替の変動リスク

の管理に関しては、リスク水準の適切なコントロールのため必要に応じ為替予約等を利用し、為替リス

クのヘッジを行っております。価格変動リスクを含めた市場リスクの管理に関しては、有価証券やデリ

バティブ取引について残高および損益状況を一元的に管理しているほか、適宜、限度枠を設定すること

で損失を一定範囲に収める仕組みを導入しております。 

さらに、当社では、ＶａＲ手法による最大予想損失額の測定に加えて、通常の予測を超えた急激な市

場変動が発生する事態も想定して、ストレステストを定期的に行っております。また、これらの損益状

況やルールの遵守状況は、資産運用リスク管理部署が監視し、資産運用リスク管理小委員会に定期的に

（緊急時は遅滞なく）報告を行うほか、重要なものは取締役会等に報告しております。 

信用リスクの管理にあたっては、個別取引ごとに、リスクを慎重に見極め、安全性が高いと判断され

る対象に限定して運用を行っております。なお、信用リスク判断が特に重要な企業向け貸付については、

審査管理部署において、厳正な審査体制の確保、信用供与先に対するモニタリング、企業審査手法を活

用した社内信用格付制度を実施するとともに、重要度の高い案件については、投融資検討会議等で慎重

に検討のうえ決裁する体制となっております。また、リスクが特定企業・グループ等に集中することの

ないよう信用度に応じた与信枠を設定し、管理を行う等運用先の分散を図っております。 

デリバティブ取引に関しては、利用方針等を規定化するとともに、取引種類別の残高制限および取引

先ごとの与信枠を設定するなどしてリスクを抑制するとともに、取引を執行する部署と事務管理部署を

分離し、内部牽制が働く組織体制をとり、適切なリスク管理を行っております。 

当社ならびに連結される子会社および子法人等では、金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の

ほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において

は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ

ります。 
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（２）金融商品の時価等に関する事項 

当連結会計年度末における主な金融資産および金融負債に係る連結貸借対照表計上額、時価およびこ

れらの差額については、次のとおりであります。 

 (単位:百万円) 

 連結貸借対照表

計上額 

時価 差額 

現金及び預貯金 646,020 646,020 - 

  その他有価証券(譲渡性預金) 35,999 35,999 - 

買入金銭債権 214,730 225,501 10,770 

  満期保有目的の債券 197,914 208,685 10,770 

  その他有価証券 16,816 16,816 - 

金銭の信託 13,076 13,076 - 

  その他有価証券 13,076 13,076 - 

有価証券 32,532,324 34,753,657 2,221,333 

  売買目的有価証券 1,704,869 1,704,869 - 

  満期保有目的の債券 4,365,326 5,164,696 799,370 

責任準備金対応債券 7,549,821 8,971,785 1,421,963 

  その他有価証券 18,912,306 18,912,306 - 

貸付金 5,276,491 5,558,870 282,378 

保険約款貸付 252,884 252,884 - 

一般貸付 5,023,607 5,305,985 282,378 

貸倒引当金(*1) △3,739 - - 

 5,272,751 5,558,870 286,118 

社債 482,356 513,801 31,445 

売現先勘定 5,358 5,358 - 

債券貸借取引受入担保金 382,564 382,564 - 

金融派生商品(*2) 128,845 128,845 - 

 ヘッジ会計が適用されていないもの (748) (748) - 

 ヘッジ会計が適用されているもの 129,593 129,593 - 

(*1)貸付金に対応する一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除しております。 

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（ ）で示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

・資産 

① 現金及び預貯金 

約定期間が短期であることから、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿

価額を時価としております。「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日 企業会計基準

委員会）に基づく有価証券として取り扱うものについては、④有価証券と同様に評価しております。

② 買入金銭債権 

買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日 企業会計基準委員会）
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に基づく有価証券として取り扱うものについては、④有価証券と同様に評価しており、時価について

は、主に、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引く方法により算定された理論価格または取引

相手先から入手した連結会計年度末日の時価等によっております。 

③ 金銭の信託 

信託財産として運用している市場価格のある有価証券については、連結会計年度末日の市場価格等

によっております。 

預金と同様の性格を有する合同運用の金銭信託は短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と

近似しているものと想定されるため、当該帳簿価額を時価としております。 

④ 有価証券 

その他有価証券のうち市場価格のある国内株式については、連結会計年度末前１ヵ月の市場価格の

平均等によっております。上記以外の有価証券については連結会計年度末日の市場価格等によってお

ります。 

なお、市場価格がない非上場株式等については、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、時価開示の対象とはしておらず、有価証券に含めておりません。当該非上場株式等の当連結会計

年度末における連結貸借対照表価額は、５９６,１８５百万円であります。また、当連結会計年度にお

いて、非上場株式等について２１１百万円減損処理を行っております。 

⑤ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、

返済見込期間および金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳

簿価額を時価としております。 

一般貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いた価格によって

おります。なお、当社の破綻先、実質破綻先および破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額

前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。 

・負債 

① 社債 

連結会計年度末日の情報ベンダーが提供する価格等によっております。 

② 売現先勘定 

約定期間が短期であることから、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿

価額を時価としております。 

③ 債券貸借取引受入担保金 

約定期間が短期であることから、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿

価額を時価としております。 

・金融派生商品 

① 株価指数先物、債券先物等の取引所取引の時価については、連結会計年度末日の終値または清算価

格等によっております。 

② 外国為替予約等の店頭取引の時価については、連結会計年度末日のＴＴＭ、ＷＭロイターレート、

割引レート等を基準とした理論価格または情報ベンダーが提供する価格によっております。 

なお、通貨スワップの振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸付金および社債と一体と

して処理されているため、その時価は、当該貸付金および社債の時価に含めて記載しております。 

③ 金利スワップ取引の時価については、将来キャッシュ・フローの差額を現在価値に割り引いた理論
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価格等によっております。 

なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸付金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該貸付金の時価に含めて記載しております。 

 

（注２）保有目的ごとの有価証券に関する注記事項 

① 売買目的有価証券において、当連結会計年度の損益に含まれた評価差額は△４,５８３百万円であり

ます。 

② 満期保有目的の債券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

 (単位:百万円)

 種類 連結貸借対照表

計上額 

時価 差額 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 

 

①国債･地方債等  3,719,653 4,436,465 716,811

②社債 518,348 594,193 75,845

③その他  262,797 280,945 18,147

合計 4,500,799 5,311,604 810,804

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 

 

①国債･地方債等  921 916 △5

②社債 2,800 2,786 △13

③その他  58,719 58,074 △645

合計 62,441 61,777 △663

 (*)本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるものを含めており

ます。 

③ 責任準備金対応債券の目標デュレーション達成のための当連結会計年度中の売却額は８８９百万円

であり、売却益の合計額は０百万円、売却損の合計額は２７百万円であります。また、責任準備金対

応債券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとお

りであります。 

 (単位:百万円)

 種類 連結貸借対照表

計上額 

時価 差額 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 

 

①国債･地方債等  7,356,786 8,778,393 1,421,607

②社債 37,665 41,118 3,452

③その他  33,070 33,376 305

合計 7,427,523 8,852,888 1,425,365

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 

 

①国債･地方債等  - - - 

②社債 - - - 

③その他  122,298 118,896 △3,401

合計 122,298 118,896 △3,401
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④ その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は１,０４９,８２８百万円であり、売却益の合計額は

２７,５５３百万円、売却損の合計額は３８,１９１百万円であります。また、その他有価証券におい

て、種類ごとの取得原価または償却原価、連結貸借対照表計上額およびこれらの差額については、次

のとおりであります。 

(単位:百万円)

 種類 取得原価 

または 

償却原価 

連結貸借対照表

計上額 

差額 

連結貸借対照表計上額

が取得原価または償却

原価を超えるもの 

 

(1)株式 1,548,799 4,227,216 2,678,417

(2)債券 4,797,080 5,230,324 433,244

①国債･地方債等 3,378,801 3,729,334 350,532

②社債  1,418,278 1,500,990 82,711

(3)その他 4,402,984 5,046,385 643,400

合計 10,748,864 14,503,927 3,755,062

連結貸借対照表計上額

が取得原価または償却

原価を超えないもの 

 

(1)株式  123,241 112,743 △10,498

(2)債券 218,475 212,102 △6,373

①国債･地方債等 3,972 3,965 △6

②社債 214,503 208,136 △6,366

(3)その他 4,308,316 4,149,426 △158,889

合計 4,650,033 4,474,271 △175,761

(*)本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるものを含めており

ます。 

⑤ 上記の表中にある「取得原価または償却原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当連結会計年

度において、その他有価証券で時価のある株式等について１,４６７百万円減損処理を行っておりま

す。 
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（注３）金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位:百万円)

 1 年以内 1 年超 

3 年以内 

3 年超 

5 年以内 

5 年超 

7 年以内 

7 年超 

10 年以内 

10 年超 

預貯金 645,824 － － － － － 

買入金銭債権 － － － － － 214,730

金銭の信託 3,000 － － － － － 

貸付金(*) 595,199 656,353 684,120 532,415 802,941 1,752,316

有価証券   

満期保有目的

の債券 
165,898 351,442 370,613 411,853 812,693 2,250,024

責任準備金対

応債券 
－ 45,771 225,172 56,556 297,165 6,925,156

その他有価証

券のうち満期

があるもの 

711,362 1,374,381 2,396,841 1,206,293 1,730,068 5,790,650

合計 2,121,285 2,427,949 3,676,748 2,207,118 3,642,869 16,932,878

(*)貸付金のうち、破産更生債権等、償還予定額が見込めない２５９百万円は含めておりません。 

(*)貸付金のうち、保険約款貸付については、償還期限がないので含めておりません。 

（注４）社債、売現先勘定および債券貸借取引受入担保金の決算日後の返済予定額 

 (単位:百万円)

 1 年以内 1 年超 3 年超 5 年超 7 年超 10 年超 

3 年以内 5 年以内 7 年以内 10 年以内 

社債 － － 29,046 － － 453,310

売現先勘定 5,358 － － － － － 

債券貸借取引受

入担保金 
382,564 － － － － － 

合計 387,922 － 29,046 － － 453,310

１６．当社ならびに一部の連結される子会社および子法人等では、東京都その他の地域において賃貸用の

オフィスビル等を有しており、当連結会計年度末における当該賃貸等不動産の連結貸借対照表価額は

５８５,７００百万円、時価は７３６,６１６百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、主

として不動産鑑定士による鑑定評価（指標等を用いて調整を行ったものを含む）によっております。 

１７．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権の額は、

２８,４４５百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額はありません。また、延滞債権額は３,６３３百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、破綻先債権額３６８百万円、延滞債権額２百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由に

より元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という）のうち、法人税法施行令（昭

和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定
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する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または

支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヵ

月以上延滞している貸付金で破綻先債権および延滞債権に該当しないものであります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は２４,８１２百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻

先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

１８．有形固定資産の減価償却累計額は、４２９,３４７百万円であります。 

１９．一部の連結される海外の子会社および子法人等が資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

は次のとおりであります。 

貸付金 ６２１百万円

２０．保険業法第１１８条第１項の規定による特別勘定の資産の額は、８７６,４９２百万円であります。

なお、同勘定の負債の額も同額であります。 

２１．社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当連結会計年度期首現在高 

前連結会計年度連結剰余金よりの繰入額 

当連結会計年度社員配当金支払額 

利息による増加等 

当連結会計年度末現在高 

２３６,９５９百万円

１６９,８１５百万円

１７３,１５７百万円

１５１百万円

２３３,７６８百万円

２２．保険業法第６０条の規定により基金を５０,０００百万円新たに募集いたしました。 

２３．基金を１００,０００百万円償却したことに伴い、同額を保険業法第５６条の規定による基金償却積

立金へ振り替えております。 

２４．担保に供されている資産の額は、有価証券５,５０７百万円、貸付金１０５,７８１百万円でありま

す。 

２５．消費貸借契約により貸し付けている有価証券（現金担保付債券貸借取引による有価証券を含む）の

連結貸借対照表価額は２,１６９,６３６百万円、売現先取引により買戻し条件付で売却した有価証券

の連結貸借対照表価額は５,４４１百万円であります。 

２６．貸付金に係るコミットメントライン契約等の融資未実行残高は、６７,０６２百万円であります。 

２７．負債の部の社債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社

債および外貨建劣後特約付社債４５３,３１０百万円を含んでおります。 

２８．保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当連結会計年度末における今

後の負担見積額は４８,４９９百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理しております。 

２９．退職給付に関する事項は次のとおりであります。 

（１）採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度および退職一時金制度を設けております。

また、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。 
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一部の連結される海外の子会社および子法人等は、確定給付制度および確定拠出制度を設けており

ます。 

なお、一部の連結される子会社および子法人等は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用し

ております。 

（２）確定給付制度 

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 ３６１,８７３百万円 

勤務費用 １２,０２６百万円 

利息費用 ５,３１１百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 ６,７４６百万円 

退職給付の支払額 △２５,９６１百万円 

米国連結子会社および子法人等における退

職給付制度の一部凍結 
△５,２４１百万円 

その他 △１,９４９百万円 

期末における退職給付債務 ３５２,８０５百万円 

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 ４４５,８５３百万円 

期待運用収益 ７,４１４百万円 

数理計算上の差異の当期発生額 ９,７６７百万円 

事業主からの拠出額 ９,７１４百万円 

退職給付の支払額 △１１,０１３百万円 

その他 △１,７２５百万円 

期末における年金資産 ４６０,０１１百万円 

③ 退職給付債務および年金資産と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債および資産の調整

表 

積立型制度の退職給付債務 ３４４,５４７百万円 

年金資産 △４６０,０１１百万円 

 △１１５,４６３百万円 

非積立型制度の退職給付債務 ８,２５８百万円 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △１０７,２０５百万円 

退職給付に係る負債 ６,３２８百万円 

退職給付に係る資産 △１１３,５３４百万円 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △１０７,２０５百万円 
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④ 退職給付に関連する損益 

勤務費用 １２,０２６百万円 

利息費用 ５,３１１百万円 

期待運用収益 △７,４１４百万円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 ８,８７２百万円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △８６０百万円 

米国連結子会社および子法人等における退職給付

制度の一部凍結損益 
△４,９７７百万円 

その他 ４９百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用 １３,００７百万円 

⑤ その他の包括利益等に計上された項目の内訳 

その他の包括利益に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

数理計算上の差異 １２,０９９百万円 

過去勤務費用 △８５９百万円 

合計 １１,２３９百万円 

その他の包括利益累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

未認識数理計算上の差異 ２９,９２１百万円 

未認識過去勤務費用 ３,４１１百万円 

合計 ３３,３３２百万円 

⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は次のとおりであります。 

債券 ６.８％ 

株式 ３６.９％ 

生命保険一般勘定 ２９.０％ 

共同運用資産 ２１.８％ 

投資信託 ３.３％ 

現金及び預金 ０.７％ 

その他 １.４％ 

合計 １００.０％ 

年金資産合計には、退職給付信託が４７.８％含まれております。 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資

産を構成する多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しております。 
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⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

当連結会計年度末における当社ならびに一部の連結される海外の子会社および子法人等の主要な数

理計算上の計算基礎は次のとおりであります。 

割引率 

 国内 ０.９％

 海外 ３.５～３.７％

長期期待運用収益率 

国内 

確定給付企業年金 ２.０％

退職給付信託 ０.０％

海外 ３.９～７.３％

（３）確定拠出制度 

当社ならびに連結される子会社および子法人等の確定拠出制度への要拠出額は、２,８４３百万円で

あります。 

３０．非連結の子会社および子法人等ならびに関連法人等の株式等は、１８０,０７９百万円であります。

３１．繰延税金資産の総額は、７０８,８３８百万円、繰延税金負債の総額は、１,０７６,２０９百万円で

あります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、７,９６３百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金４３２,８１４百万円および価格変動準備

金１９１,５４３百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主なものは、その他有価証券の評価差額９５８,９３０百万円であります。 

当連結会計年度における法定実効税率は２８.２０％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法

人税等の負担率との間の差異の主な内訳は、社員配当準備金に係る△１８.６６％および米国の連邦法

人税率変更による期末繰延税金負債の減額修正に係る△１２.１３％であります。 

なお、米国税制改革法が２０１７年１２月２２日に成立したことに伴い、２０１８年１月１日以降

に回収または支払が見込まれる連結される米国の子会社および子法人等の繰延税金資産および繰延税

金負債の計算に使用される連邦法人税率３５.００％は、２１.００％に変更されております。この変

更により、当連結会計年度末における繰延税金負債は３１,６９６百万円減少し、法人税等調整額は

３１,６９６百万円減少しております。 

３２．当社は、２０１８年４月２６日に、次のとおり社債を発行しております。 

２０４８年満期米ドル建劣後特約付社債（利払繰延条項付） 

（１）発行価格 

額面金額の１００％ 

（２）発行総額 

１,０００百万米ドル 

（３）利率 

２０２８年４月まで 年５.１０％（固定金利） 

２０２８年４月以降 固定金利（ステップアップあり。５年ごとにリセット） 

（４）償還期限 

２０４８年４月（ただし、発行日の１０年後の応当日およびそれ以降５年を経過するごとの各日

に、監督当局の事前承認等を前提として、当社の裁量により繰上償還可能） 
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（５）担保および保証の内容 

本社債には担保および保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されている資産はあ

りません。 

（６）資金使途 

一般事業資金 
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注記事項 

（連結損益計算書関係） 

 ２０１７年度 

（２０１７年４月１日から２０１８年３月３１日まで） 

１． 当連結会計期間における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

（１）資産のグルーピング方法 

当社ならびに一部の連結される子会社および子法人等は、保険事業等の用に供している不動産等

については、保険事業等ごとに１つの資産グループとしております。また、保険事業等の用に供し

ていない賃貸不動産等および遊休不動産等については、それぞれの物件ごとに１つの資産グループ

としております。 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られたことから、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

（３）減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

用 途 件 数 
減 損 損 失 （百万円） 

土 地 建 物 等 計 

賃貸不動産等 ０件 － － － 

遊休不動産等 ８件 ３２４ ５７２ ８９６ 

合 計 ８件 ３２４ ５７２ ８９６ 

（４）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不動

産等については正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については主に見積乖離リスク

を反映させた将来キャッシュ・フローを１.９２％で割り引いて算定しております。また、正味売却

価額については不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額等から処分費用見込額を差し引いた価額、

または公示価格等を基準にした評価額等をもとに算定しております。 
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注記事項 

（連結包括利益計算書関係） 

２０１７年度 

（２０１７年４月１日から２０１８年３月３１日まで） 

１． その他の包括利益の内訳 

その他有価証券評価差額金  

当期発生額  ２１,５１７百万円 

組替調整額  ２９,９８８百万円 

税効果調整前 ５１,５０５百万円 

税効果額 △１５,０７９百万円 

その他有価証券評価差額金 ３６,４２５百万円 

繰延ヘッジ損益  

当期発生額 １,４４８百万円 

組替調整額 △６,９３５百万円 

税効果調整前 △５,４８７百万円 

税効果額 １,７２５百万円 

繰延ヘッジ損益 △３,７６１百万円 

為替換算調整勘定  

当期発生額 △１９,０６１百万円 

組替調整額   － 

税効果調整前 △１９,０６１百万円 

税効果額   － 

為替換算調整勘定 △１９,０６１百万円 

退職給付に係る調整額  

当期発生額 ２,５９４百万円 

組替調整額 ８,６４４百万円 

税効果調整前 １１,２３９百万円 

税効果額 △２,８９９百万円 

退職給付に係る調整額 ８,３３９百万円 

持分法適用会社に対する持分相当額  

当期発生額 １３,２２８百万円 

組替調整額 ７５２百万円 

持分法適用会社に対する持分相当額 １３,９８０百万円 

その他の包括利益合計 ３５,９２３百万円 
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注記事項 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

２０１７年度 

（２０１７年４月１日から２０１８年３月３１日まで） 

１． 連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなります。 

２． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表上に記載されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。 

現金及び預貯金 

コールローン 

金銭の信託 

有価証券 

６２６,９３７百万円

９０,０００百万円

３,０００百万円

２４２百万円

現金及び現金同等物 ７２０,１８０百万円
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（８）リスク管理債権の状況 
 （単位：百万円、％） 

区    分 ２０１６年度末 ２０１７年度末 

破 綻 先 債 権 額   － －

延 滞 債 権 額  ４，３６２ ３，６３３

３ ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額   － －

貸 付 条 件 緩 和 債 権 額   ２７，０３６ ２４，８１２

合     計  ３１，３９８ ２８，４４５

（貸付残高に対する比率）  （０．５８） （０．５４）

 （注）１．破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、債権額から担保の評

価額および保証等による回収が可能と認められる金額を控除した残額を取立不能見

込額として債権額から直接減額しています。その金額は、２０１６年度末が破綻先債

権額４４百万円、延滞債権額１百万円、２０１７年度末が破綻先債権額３６８百万円、

延滞債権額２百万円です。 
２．破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息

を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、

破産法、会社法等による手続き申立てにより法的倒産となった債務者、または手形交

換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律

上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。 
３．延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権および債務者の経営

再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金で

す。 
４．３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。 
５．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行なったもので、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しな

い貸付金です。 
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（９）保険会社およびその子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況 

（連結ソルベンシー・マージン比率） 

（単位：百万円） 

項   目 ２０１６年度末 ２０１７年度末

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 6,801,090 7,135,780

 基金等 739,676 807,879

 価格変動準備金 578,227 685,414

 危険準備金 681,563 691,814

 異常危険準備金 9,586 10,137

 一般貸倒引当金 1,389 1,311

 
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効

果控除前））×９０％（マイナスの場合１００％） 
3,177,007 3,222,738

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） 316,220 354,394

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額  21,998 33,199

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 953,588 936,352

 負債性資本調達手段等 379,632 453,310

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等の

うち、マージンに算入されない額 
― ―

 控除項目 △147,646 △161,429

 その他 89,844 100,655

リスクの合計額 

64
2

732
2

98
2
5

2
1 )()( RRRRRRRRR   （Ｂ） 

1,361,632 1,441,247

 保険リスク相当額          Ｒ1 158,532 161,955

 一般保険リスク相当額        Ｒ5 1,785 1,788

 巨大災害リスク相当額        Ｒ6 471 473

 第三分野保険の保険リスク相当額   Ｒ8 58,241 61,986

 少額短期保険業者の保険リスク相当額 Ｒ9 ― ―

 予定利率リスク相当額        Ｒ2 146,789 145,083

 最低保証リスク相当額        Ｒ7 12,011 8,829

 資産運用リスク相当額        Ｒ3 1,153,945 1,236,606

 経営管理リスク相当額        Ｒ4 30,635 32,334

ソルベンシー・マージン比率 
        （Ａ） 
     （１／２）×（Ｂ） 

998.9% 990.2%

（注）１．上記は、保険業法施行規則第 86 条の 2 および第 88 条ならびに平成 23 年金融庁告示第 23 号の規定

に基づいて算出しています。 

２．「最低保証リスク相当額」は、平成 23 年金融庁告示第 23 号第 4 条第 5 項に規定する標準的方式に

基づいて算出しています。 
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（１０）子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 
 

明治安田損害保険株式会社                         （単位：百万円） 

項   目 ２０１６年度末 ２０１７年度末 

ソルベンシー・マージン総額（Ａ） ７０，２７６ ７０，９８１

  資本金等 ５７，７００ ５７，９７９

  価格変動準備金 ３７０ ４６５

  危険準備金 ２９ ２６

  異常危険準備金 ９，５８６ １０，１３７

  一般貸倒引当金 － －

 
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延

ヘッジ損益（税効果控除前））×９０％（マイナスの

場合１００％） 

１，１６５ ８１３

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） ８８３ ９７７

  払戻積立金超過額 － －

  負債性資本調達手段等 － －

 
払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、

マージンに算入されない額 
－ －

  控除項目 － －

  その他 ５４０ ５８０

リスクの合計額     654321 22 RRRRRR ＋＋＋＋＋ （Ｂ） ２，７３１ ２，８１３

  一般保険リスク（R1） １，７８５ １，７８８

  第三分野保険の保険リスク（R2） － －

  予定利率リスク（R3） ７ ６

  資産運用リスク（R4） １，２５９ １，３８５

  経営管理リスク（R5） ７０ ７３

  巨大災害リスク（R6） ４７１ ４７３

ソルベンシー・マージン比率 １００
（Ｂ）（１／２）

（Ａ）



 ５,１４６.２％ ５,０４５.９％

    （注）上記は、保険業法施行規則第８６条および第８７条ならびに平成８年大蔵省告示第５０号の規定に

基づいて算出しています。 

 

（１１）セグメント情報 

 

当社および連結される子会社および子法人等は、生命保険事業以外に損害保険事業等を営んでいま

すが、損害保険事業等の全セグメントに占める割合が僅少であり、生命保険事業の単一セグメントと

みなせるため、セグメント情報の記載を省略しています。 
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